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キャリア形成支援制度iこ係る許可基準(詳細)

「派遣労動者のキャリア形成支援制度の内容に関する判断J [業務取扱要領】

1 派遣労儒者のキャリア形成を念競に置いた段階的かつ体系的な教背訓練の実路計画を定め

ていること。

O 教育訓練計留の内容

さ〉実路する教育器11議がその悪用する企ての深遣労働者を対象としたものであること。

φ.実魅する教音訓練が有給かつ無韻で行われるものであること。

(4の時間数に留意)

@実施する教曹訓練が派遣労{難者のキャリアアップに資する内巷のものであること。

(キャリアアップiこ資すると考える理由!こついては、提出する計画に記載が£療)

@派遣労{勲者として麗期するに当たり英語する教習訓練(入職時の教育部練)が含まれ

たものであること。

@鍛期襲用旅遣労働者{こ対して実施する教育割練i本長期的なキャリア形成を念頭に櫨

いた内響のものであること。

、

2 キャリア・コンサルチィングの稽談窓口を設置していること0

6棺談窓口には、担当者が配置されていること。

〈キャリア・コンサルチィングの知見安手害する者〉

.~栢談窓口i立、麗用する全て0)派遣労傭者が利用でをること。

③希望する全ての派遣労働者がキャリ7・コンサルチィングを受けられること。

3 キャリア形成を念額に置いた深遣先の顕共を行う手続が規定されていること。

①派遣労{勤者のキャリア形成を念頭に霞いた深遠先の提供のための事務手引、マニュアル

等か整備されていること。

4 教育制績の時期‘頻度・時間数等

①涼遣労働者全員に対して入職時の教官言11練は必殺であること。キャリアの節目などのー

定の期間ごとにキャリアパスに応じた珊穆等が舟意されていること。

合実施時間数について誌、フルタイムで1年以上雇用見込みの派遣労働者一人当たり、毎

年離ね8時間以上の教背訓練の機金の捜供が必要であること。

③旅還元事業主はよ記の教育訓練計画お実施に当たって、教育訓練を適切に受講で者るよ

うに就業時間等に醍慮しなければならない。


